
今年の税制改正 

公社債等に係る新課税制度 

屋台骨を改組した金融証券税制 
今年の税制改正は消費税増税への世論向

け配慮としての富裕層増税が目立っていま

すが、税率を上げるといような形式のもの

が多い中で、従来の仕組みを抜本的に改組

することによって、富裕層課税の強化を実

現したのが金融証券税制です。 

譲渡益非課税から課税へ 
屋台骨の組み換えの第１は、公社債等の

譲渡による損益は非課税とされていたもの

を課税に変更したことです。 

ただし、平成 27 年 12 月 31 日以前に発行

された割引債で発行時 18％や 16％の源泉

分離課税がされているものの償還金や譲渡

所得についてはひきつづき非課税です。 

源泉分離から申告分離へ 
屋台骨の組み換えの第２は、公社債等の

利子の源泉分離を廃止し申告分離に変更し

たことです。公社債等の利子は 20％源泉分

離課税（国税 15％、住民税 5％）というの

が原則でしたが、源泉徴収制度は維持され

るものの、課税制度は、税率が 20％（所得

税 15％、住民税５％）の申告分離課税方式

に変更されました。 

課税緩和の側面もある 
屋台骨の組み換えの第３として、この課

税化された譲渡損益と申告分離化された利

子との間の損益通算が可能となりました。 

通算しきれない損失は 3 年間の繰越控除

ができることとされました。 

株式課税との一体化 
屋台骨の組み換えの第４として、損益通

算の範囲は拡大されて、同じく申告分離課

税制度を選択した上場株式等の譲渡損益及

び配当所得とその繰越控除にまで及ぶこと

になりました。 

申告不要の制度も用意された 
屋台骨の組み換えの第５として、公社債

等の譲渡損益と利子（源泉徴収（特別徴収）

されたものに限る）については、源泉徴収

選択特定口座の上場株式等の場合と同じく、

損失の繰越控除と無関係であれば、申告不

要とすることができることになりました。 

証券会社での捕捉管理不可能なものの除外 
屋台骨の組み換えの第６として、上記の

制度における公社債等の仲間から、証券会

社での捕捉管理が不可能な、同族会社の私

募債のようなものは除かれることになりま

した。公社債等への課税方式と株式等への

課税方式が類似の形なり、金融証券税制の

一体化が飛躍的に進化しました。 

 

小小栗栗キキャャッッププのの NNeewwss  LLeetttteerr
 
 
 
 
 
 

2013 年 6 月 19 日(火) 

税理士法人オグリ 代表社員 小栗 悟 

〒500-8847 岐阜県岐阜市金宝町 1-3 岐阜第一生命ビル 4Ｆ 
ＴＥＬ：058-264-8858   ＦＡＸ：058-264-8708     
Email: info@otc-oguri.com  http://www.otc-oguri.com 

株も債券も市場

性の有無で分類

だ。平成 28 年

から適用なので

少し先です。 


